[bookmark: _GoBack]  （１面）
保育所を経営する事業に係る現況報告書（令和７年４月１日現在）
	報告者
	主たる事務所の所在地
	

	
	名 (ふり)　称 (がな)
	
	電話
	

	
	代表者
	氏名
	就任年月日
	年齢
	住所
	職業

	
	
	
	
	
	
	

	設立認可年月日
	
	設立登記年月日
	

	事　　　　業
	
	名称
	所在地
	事業開始年月日
	定員

	
	保育所を経営する事業
	
	
	
	

	
	
	事業の概要
	事業開始年月日

	
	そ　の　他
の　事　業
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	保育所運営委員の構成
	役職
	氏名
	就任年月日
	年齢
	職業
	委員の資格等（該当に○）
	運営委員会への
出席回
数

	
	
	
	
	
	
	学識経験者
	保育サービス利用者
	保育の実務担当幹部職員
	その他
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	保育所運営委員会の開催状況
	開催年月日
	出席者数
	決　　議　　事　　項

	
	
	
	




（２面）
	施設長
	保育所名
	氏名
	就任年月日
	年齢
	法令等に定める資格の有無

	
	
	
	
	
	

	実務担当幹部職員
	保育所名
	氏名
	就任年月日
	年齢
	法令等に定める資格の有無

	
	
	
	
	
	

	不動産の所有状況・令和７年３月31日現在　※
	所在地
	面積
	評価額
(千円)
	担保提供状況

	
	
	
	
	提　供
年月日
	借入額(千円)
	借入先

	償還
期限
	基本財産については所轄庁の承認の有無

	
	土　　　地
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	建　　　物
	
	
	
	
	
	
	
	



※「不動産の所有状況」欄については、財産目録の添付により記載を省略できます。

（３面）
令和７年３月３１日　

令和６年度の主な事業報告

設置主体名○○○○○


	保育所を経営する事業















	その他の事業





















（４面）

設置主体名○○○○○

財　産　目　録（保育所を経営する事業）
令和７年３月３１日現在

Ⅰ　資産の部
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

１　基本財産
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　　（内　　訳）
（１）土地
　　　　○○市○○○丁目○○番所在の土地１筆　　　　　　　　　　　　　　　　　㎡
　　　　㎡単位　　　　　　　　　　　円　　　　　　総額　　　　　　　　　　　　円

　（２）建物
　　　　○○市○○○丁目○○番所在の建物
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

　（３）その他
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円


　２　運用財産
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　　（内　　訳）
（１）建築自己資金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　
（２）運転資金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

（３）法人事務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　
（４）什器備品　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円



Ⅱ　負債の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円


Ⅲ　差引正味財産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円



（５面）
貸　借　対　照　表（保育所を経営する事業）
令和７年３月３１日　　　　（単位：千円）
	決　　　　　　　算　　　　　　　の　　　　　　　状　　　　　　　況
	資　産　の　部
	負　債　の　部

	
	
	決　算　額
	
	決　算　額

	
	流動資産
	
	流動負債
	

	
	
	
	
	

	
	固定資産
	
	固定負債
	

	
	基本財産
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	その他の固定資産
	
	負債の部合計
	

	
	
	
	純　資　産　の　部

	
	
	
	基本金
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	国庫補助金等特別積立金
	

	
	
	
	その他の積立金
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	次期繰越活動収支差額
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	純資産の部合計
	

	
	資産の部合計
	
	負債の部及び純資産の部合計
	



（注意）

　この現況報告書には、別途指定する決算書類等を添付してください。

【添付書類についての注意】
本報告書の第４面、第５面は、決算書類の添付により省略可能です。
なお、それぞれ、省略する場合は、その旨を本報告書に記載してください。
